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※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
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定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [17.90人]
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を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

分析欄

【財政力指数】

個人町民税及び法人町民税の納税義務者数は年々減少してきており、固定資産税の総価額に

ついても地価下落による時点修正により年々減少してきているため、基準財政収入額は前年度

比５％の減となったことから、０．２４ポイントと前年度比で０．０１ポイントの減となり、類似団体平

均を下回っている。

【経常収支比率】

退職者不補充による人件費の削減、その他経常経費の徹底的な点検から経常経費削減を図っ

たことに加え普通交付税が前年度比で３．５％の増となったことから、８４．５％と類似団体平均を

下回っている。今後は、税及び税外収入の徴収率向上対策を中心とする一般財源確保に努める

ほか、平成２２年度から実施する地方債の借換による補償金免除繰上償還によって利子償還金

抑制 縮減にも積極的に努めるなど 経常経費 削減を図る抜本的な改革行 財政 弾力

【将来負担比率】

類似団体の平均をはるかに上回る数値となっているが、平成１９年度の１８４．０％から平成２１年

度は１６２．０％と２２ポイントの減となっており確実に改善は図られている。次世代の償還負担が多

くならないよう、交付税算入率の低い起債の発行抑制をはじめ、新規発行額を元金償還額以下とす

ることを原則とし、縁故債や既発行債の高金利債の繰上償還を行い、引き続き地方債残高の減額

に努める。

【実質公債比率】

平成１４年度から実施している厚岸町財政運営基本方針により、投資事業を抑制してきたことか

ら、元利償還金の増加は抑えられ、平成１６年度をピークに減少し類似団体平均をやや下回ってい

る。しかし近年の真龍小学校改築事業（Ｈ１８）や特別養護老人ホーム心和園整備事業（Ｈ２１）、更

には学校給食センター建設事業（Ｈ２２．２３）などの大型公共施設の整備事業により、今後は元利

償還金が下げ止まりとなり横ばいに推移することが推測される。今後は大型公共事業の抑制に努

【人口１人当たり人件費・物件費等の決算額】

人件費、物件費及び維持補修費の合計額が類似団体平均を大きく上回っている。これは人件費が類

似団体平均と比較し４９．６％高い水準の決算額となっていることが主な要因である。今後は、人口減

に対応した定員管理計画を策定し、退職者不補充による人件費の抑制につながる施策を行うなど、従

来の給与独自削減の方法によらない更なる削減を進める。

【ラスパイレス指数】

平成１７年度から職員の給与削減の実施により類似団体平均を下回っていたが、今年度の数値は前

年度８９．６ポイントから８．４ポイント増の９８．０ポイントとなり類似団体平均を上回る結果となった。増

要因は平成２２年４月１日から給与削減措置が終了したことによる増（７．０ポイント）、経験年数におけ

る職員構成の変動による増（１ ２ポイント）、平成２１年度に給料表改訂を実施しなかったことによる増
の抑制・縮減にも積極的に努めるなど、経常経費の削減を図る抜本的な改革行い、財政の弾力

性に富んだ財政運営を行う。

償還金が下げ止まりとなり横ばいに推移することが推測される。今後は大型公共事業の抑制に努

め、新規発行を抑制し適正な数値に抑える。

【人口1,000人当たり職員数】

平成１６年４月１日から平成２１年４月１日までの定員について、第３次定員適正化計画に基づき

１割以上の削減（４４名）という目標を設定し推進した結果、計画を上回る５２名の削減を達成したと

ころである。類似団体平均を上回っている要因には、多くの外部施設の運営を直営で行っているこ

とが挙げられる。

る職員構成の変動による増（１．２ポイント）、平成２１年度に給料表改訂を実施しなかったことによる増

（０．２ポイント）の３点であるが、類似団体平均を上回る数値となる背景としては、類似団体と比較し歳

出全体における人件費の割合が高い水準にあることが挙げられる。


